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 Proposal due date : As shown in the

tender documentation

 Time and date of tender : 3 : 00 PM of

Thursday, February 13, 2025

(When submitting the tender by post, the

time limit is 5 : 00 PM of Wednesday, Feb‑

ruary 12, 2025)

 Contact point for the notice : Research

and Development Section, The Japan Foun‑

dation Japanese‑Language Institute, Urawa

5636 Kita‑urawa, Urawa‑ku, Saitama‑
Shi, Saitama, 3300074, Japan. TEL 048
8341183, E‑mail jf̲kyozai@jpf.go.jp

２ 競争参加資格
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 令和４・５・６年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は、令和４・５・６年
度独立行政法人造幣局競争参加資格において
業種区分が「役務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」に格付けされている者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒5300043 大阪市北区天満１１79
独立行政法人造幣局 総務部経理課 契約担
当 齋藤 美裕 電話0663515463
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和７年１月
27日17時00分まで、上記３の場所で随時行
う。
 入札書の受領期限 令和７年１月29日17時
00分。ただし、入札書を持参する場合は開札
の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和７年１月30日14
時00分 造幣局経理課会議室

２ 競争参加資格
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて、令和６年度に「物品の販売」の「Ａ～
Ｄ等級」に格付けされている者であること。
 競争に参加できない者 競争に係る契約を
締結する能力を有しない者及び破産者で復権
を得ない者。資格審査申請書及びその添付書
類に故意に虚偽の事実を記載した者。警察当
局から、暴力団員が実質的に経営を支配する
業者又はこれに準ずるものとして、建設工事
及び測量等、物品の販売の調達契約からの排
除要請があり、当該状態が継続している者等。
詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年 12 月４日

独立行政法人造幣局理事 佐藤 雄作
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第 56 号
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 新聞広告 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期限 令和７年３月31日までの当局の
指定する日
 履行場所 当局の指定する掲載紙
 入札方法 入札者は、下記の及びの合
計額を入札書に記載するものとする。消費
税が課税となるものについては、入札者が消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった価格の110分の
100に相当する金額 消費税が非課税又は
不課税となるものについては、見積もった価
格

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 造幣局契約事務規程第
７条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of procurement : SATO

Yusaku, Executive Director, Japan Mint

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Work of advertisement in news‑

papers 1 set

 Fulfillment period : March 31, 2025

 Fulfillment place : As stated in the above

newspapers

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 do not come under Article 4 and 5 of

the Japan Mint Contract Procedure

Rules.

 have obtained Grade A, B or C from

the Ministry of Finance Japan (all minis‑

tries／agencies) or Japan Mint in the cat‑
egory of Offer of service, etc. in the

qualification for participating in tender‑

ing procedures for the fiscal years of

2022, 2023 and 2024.

 have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency.

 are not being recognized as an unsuit‑

able one to make a contract with, due to

the violation of the contract with Japan

Mint including its branches in the past.

 Time‑limit for tender : January 29, 2025

at 5 : 00 p.m.

 Contact point for the notice : SAITO

Miyu, Contract Unit, Accounts Division,

General Affairs Department, Japan Mint,

1179 Temma Kita‑ku, Osaka‑shi 530
0043 Japan TEL 0663515463

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年 12 月４日
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

調達部長 辻 宏司

◎調達機関番号 587 ◎所在地番号 13
〇第 24 ＴＫ 01024 ＲＳＫＩ号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 調達サービス及び数量 2024年度温室効果
ガス観測技術衛星２号（ＧＯＳＡＴ２）
利用研究系計算機の調達（一式）
 調達サービスの特質等 調達仕様書によ
る。
 履行期間 調達仕様書による。
 履行場所 調達仕様書による。
 入札金額 入札金額は、本調達を実施する
ために必要な総価とする。消費税は10％とし
て契約金額を見積もること。また、落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額の
10％に相当する額を加算した金額をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
また、同価の入札を行った者が２人以上あ
るときは環境活動への取り組みが優れた入札
者を落札者とするため、環境会計公表、ＩＳ
Ｏ14001の報告を含む環境報告書発行、ＩＳ
Ｏ14001認証取得又は同等の環境活動評価プ
ログラム実施、環境管理部門の設置の取り組
みを行っている場合は、それを確認できる書
類等を用意すること。さらに環境への取り組
みが同等であった場合、くじで落札者を決定
する。詳細は入札説明書による。

 The applicant must not be a company

that is in dispute with the Japan Founda‑

tion, a parent company, subsidiary com‑

pany, or other company deemed to be a

subsidiary company of a company in dis‑

pute with the Japan Foundation (as de‑

fined in Article 8, Paragraphs 3 and 4 of

the Regulations Concerning Terms,

Forms and Preparation Methods of Fi‑

nancial Statements (Ministry of Finance

Order No. 59 of 1963)), or a company

with the same parent company as a com‑

pany in dispute with the Japan Founda‑

tion.

 The applicant must meet all other re‑

quirements set forth in the tender do‑

cumentations.
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